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良好な経済循環とは

～地域経済循環の考え方と青梅市の現状～

青梅市 地域経済再発見フォーラム
～このまちの「稼ぐ力」の今とこれから～
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１．地域経済循環とは
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青梅市の“まちの将来像”と“目指す経済の姿”

第７次青梅市総合長期計画では、

まちの将来像を

「美しい山と渓谷に抱かれ、東京に暮らす 青梅」
としています。

また、第７次青梅市総合長期計画の中では、

１０年後に目指す、青梅市の地域経済の姿として、

「地域経済が好循環し、住民所得が向上すること」
を掲げています。

令和５年度～令和14年度（2023～2032）
を計画期間とする、市の最上位計画です。
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地域経済の好循環とは？

￥ ￥

①市内の企業が、製品・
サービスを生産・販売す
ることで、お金を稼ぐ

￥ ￥

￥￥

②市内でお金を使ったり、
市内の企業間で取引する
ことで、お金が市内で循環

※市外へのお金の流出
はできるだけ少なく

￥￥

③市内に残るお金が
増え、所得が向上

青梅の強みを活かして
効率的に「稼ぐ」ことが

大切です

できる限り、地域の資源、
資金、人材を活用してい

くことが大切です

得られた所得を
市内で使うこと
で、経済はさら
に好循環します

地域経済の最終的な成果は、「住民の所得向上」
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住民の所得向上のメカニズム

①企業の収益拡大等による地域の稼ぐ力（労働生産性等）の向上

地域の住民の所得向上のためには以下の３つが必要となる。

②地域外からの所得流入の拡大（輸出・移出拡大など）

③地域外への所得流出を縮小（域外からの調達・購入等による域外への支払等の削減）

地
域
の
稼
ぐ
力

地
域
住
民
の
所
得

地方創生の

最終的な成果

所得流出

所得の循環

稼ぐ力の向上、所得流入を地域住民の所得向上につなげる

   地域

所得流入

 
稼ぐ力の向上 所得流入

の拡大

所得流出
の縮小

住民の所得向上

企業収益

労働生産性
＝従業者1人当たりの付
加価値額を示す指標
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地域住民の所得向上（良好な経済循環）＝地域の稼ぐ力+所得の循環

地域経済（縮小均衡型）

地域経済（所得循環型）

域内企業との取引拡大

域外に製品・
サービスを販

売

域外に製品・
サービスを販

売

域外から原材料、
資金を調達

支払多い

支払少ない

地域の中で資金（お金）が循環しない

→地域住民の所得が向上しない。

地域内で資金（お金）を循環させる

→地域住民の所得が向上する。
域外から原材料、
資金を調達

〇

×

稼ぐ

受取る

稼ぐ

使う

受取る

使う
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良好な地域経済循環のための現状分析 …『地域経済循環分析』

◼地域経済循環分析とは、地域経済の状態をデータで可視化す
る、いわば「地域経済の健康診断」です。

◼診断の結果、悪いところがあれば、処方箋や治療法を考え、効
果的な治療が必要です。

9
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地域経済循環分析の2つの分析手法

１．現状分析：地域経済の“健康状態”を診断する

２．経済波及効果分析：処方箋や治療法の“効果”を測る

地域経済循環分析の分析手法は大きく2つ。

• 地域では、「稼ぐ」→「受け取る」→「使う」、というお金の流れがあります。

• 健康な地域経済では、地域の稼ぐ力が強く、住民が受け取る所得も高く、そして消費や
投資が活発です。

• しかし、不健康な地域経済では、地域の稼ぐ力が弱い、住民所得が低い、消費や投資で
お金が域外に漏れている、といった場合があります。

• 現状分析は、このような地域の健康状態を診断し、処方箋や治療法の検討に繋げます。

• しかし、地域経済の処方箋や治療法を提供しても、その効果がなければ意味がありま
せん。

• 経済波及効果分析は、処方箋や治療法により地域経済の健康状態に及ぼす効果をシ
ミュレーションします。

本日は、このうち １．現状分析 について説明します。
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現状分析：地域経済の“健康状態”を診断する

生産・販売

分配

支出
（消費・投資）

お金

お金

お金

お金を稼ぐ

お金を受取る

お金を使う

地域の稼ぐ力があるか？

お金が漏れていないか？

結果として、住民の所得は高いか？

診断ポイント１

診断ポイント２

診断ポイント3

地域外

地域外
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分配
所得

所得

所得

企業所得、財政移転

財政移転は補助金、交付税など
の国・都道府県からの所得移転

消費（観光等）

設備投資等

所得

所得

所得

地域外サービスを購入
（他地域で生産した御土産品等）

所得

所得

生産・販売

稼ぐ力が小さい
＝生産性低い

地域住民の所得が低い

支出

所得

地域経済循環構造の主なパターン：好循環・悪循環

生産・販売

分配

支出

所得

所得 所得

所得

地域外への販売

所得

所得

所得

企業所得、財産所得等
（財政移転もあり得る）

消費（観光、買物等）

設備投資等

稼ぐ力が大きい
＝生産性高い

地域住民の所得が高い

所得

生産・販売

分配

所得

所得

経常収支（赤字）

所得

所得

所得

財政移転
財政移転は補助金、交付税など
の国・都道府県からの所得移転

消費（観光、買物等）

設備投資等

所得

所得

大都市圏等の
本社等へ

稼ぐ力が大きい
＝生産性高い

地域住民の所得が低い

支出

高い生産性（稼ぐ力が高
い）が地域住民の所得に結
び付いていない。

中心市街地の衰退

誘致された先端企業と
地域企業の連携も少
なく、地域内取引が活
発でない

原材料は域外から調達

企業所得、財産所得

所得

稼ぐ力が高く、所得が流入し、住民所得に結び付いている 企業誘致等による製造業特化型地域の悪い例

観光客が多くても経済活性化に寄与していない悪い例

生産・販売

所得

所得

所得

所得

企業所得、財政移転

財政移転は補助金、交付税
などの国・都道府県からの所
得移転

消費（買物等）

設備投資等

所得

所得

地域外サービスを購入
（経常収支赤字）

所得

支出

稼ぐ力が小さい
＝生産性低い

地域住民の所得が若干高い

分配

所得

補助金・交付金などに依存した地域の悪い例

○

×

○

○

○

○
○

×

○

×

×
×

×
×

○

好循環 悪循環

悪循環 悪循環
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地域経済循環分析は、国、自治体、民間企業まで幅広く活用

１．地域経済循環分析のツールやデータの活用状況

環境省HPにおける
ツールのダウンロード件数

約5万件/年

RESASにおけるPV数

約20万PV/年

データの販売件数

1,090件

注：2026年2月現在までの累計

ツール・データに関する
お問合せ件数

1,257件

注：2026年2月現在までの累計

２．地域経済循環分析の活用主体

地域経済循環分析のツールやデータを活用している主体は、自治体だけでなく、国（省
庁）や民間企業もあり、幅広い主体に活用されています。

国（省庁）

自治体

民間

内閣官房 総務省 農林水産省 経済産業省

都道府県 市区町村

商工会議所

国土交通省 復興庁

商工会 大手電力会社 大手民鉄会社経済同友会

・・・ 等

厚生労働省

金融機関
コンサルティン

グ会社
大手通信会社 大学 NPO法人

環境省

内閣府

RESAS：経済産業省と内閣官房が提供する、日本
の地域経済に関する官民のビッグデータを地図や
グラフで「見える化」した無料のオープンデータプ
ラットフォーム。

全国1，741市区町村のうち、500以上
の市区町村で、計画策定に活用
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地域が取り組む様々な課題に対応

地域経済循環分析

×
農業・農村の振興

地域に貢献する
再エネ導入

地域に根差した
半導体産業戦略

漁業・漁村の振興

災害・公害からの
地域再生

電鉄会社の経営戦略

地域商社の設立

観光地の活性化

カーボンニュートラルによる
地域経済への影響

医療を核としたまちづくり

中小企業振興支援

廃棄物の循環

・・・ 等

地域経済循環分析は、地方創生に関わる様々な分野で活用されています。
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活用事例：水俣市の地域再生①背景と実施内容

１．背景

２．実施内容

• 水俣市では、1950年代にチッソ水俣工場からの排水により水俣病が発生。

• その後の取組により、環境再生の面では、不知火湾の水質は完全に復活。

• 一方で、地域経済の面では、多額の補償金が支払われているにも関わらず、水俣市経済は疲
弊が続いており、地域経済を元気にするための施策が必要であった。

• 上記の背景から、まずは、水俣市経済の健康診断として、お金の流れを分析。

• 多額の補償金が地域で使われず、域外に流出している現状とその原因を突き止め、域内でお
金を循環させるための多様な施策を検討し、実施していった。

1950年代のチッソ水俣工場

公害防止事業

1977（昭和52）～1990年（平成2）

485億円の費用と13年間の歳月を費やして・・・

水俣湾に堆積する水銀ヘドロを浚渫・埋立

14
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活用事例：水俣市の地域再生②施策の体系化

16

各種エネルギー会社
設立

再
エ
ネ
１
０
０
％
地
域

エネルギーマップ

ゼロカーボン産業団
地事業

電気を上手に使うプ
ロジェクト

省エネ診断

企業の低炭素
化投資

再生可能エネル
ギー事業の発掘

スマート
コミュニティ

各種基準
づくり・認定

グリーン・コンシュー
マーの育成

地産地消
の推進

環境にやさしい農
の推進

環境格付融資

環境定期預金
環境市民ファンド

起業応援制度

データベース・産
業連関表

新たな教育・研究機関構想

水俣名産品
の育成・PR

地域の特産品等を
活かしたイベント・茶

のみ場

医療機関・商店街・公共交通機
関の連携による地域活性化

地域で連携し
た空き店舗・空
き家対策

新駅
デ

ザ

イ

ン

列

車コミュニティ・バスの
拡充

オンデマンド交通

温泉街
の整備

観光商品の
作成・販売

商店街・温
泉街の雰囲
気づくり

歩いて楽しい
まちづくり

公共調達の環境配慮

企業誘致

環境産業
の育成

セーフティネッ
トの充実

企業マッチング

コミュニティ・ビジネス
の支援・掘り起し

多世代コミュニ
ティ拠点等

商
店
街
活
性
化

農林水産業
の振興

注：みなまた環境大学、水俣環境塾等との連携が必要

心豊かな公
共空間

水俣駅
改修

「環境付加価値戦略」 「つながり・感幸戦略」

土地利用と
交通の連携

エコハウス

環境ブ
ランド化

ビジョン・コンセプト：「環境モデル都市」

：お金を稼ぐ（生産・販売）

：お金を受け取る（分配）

：お金を使う（支出）
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活用事例：水俣市の地域再生③施策例

観光列車の導入
（H25.3）

※不知火海を観光資
源に

肥薩おれんじ鉄道「おれんじ食堂」
（水俣病発生地域の不知火海沿岸を縦断）

温泉街等
（湯の児温泉、湯の鶴温泉等）

水俣病被害者を含む
市民の交流空間として
水俣駅を改修（H25

～26）

食堂車に料理を提供

観光客を誘致
長時間停車のダイヤ設定

駅ナカ
マルシェの開設

観光客を誘致

低炭素旅行商品開発
（H24～25）

環境首都事業の補助メニュー（一部のみ掲載）

地域の特産品（スウィー
ツ、無農薬甘夏・茶な
ど）を提供

商店街・農業
水俣駅

食材、オリジナ
ル焼酎等を提
供

環境ブランド商品づくり（H24）
商店街の低炭素化改修・景観整備（H25～26）

熊本県の補助に
よる観光物産館
（H24開館）

※チッソ/JNCの正門前

http://kyushu.yomiuri.co.jp/photo/20121117-627181-1-N.jpg

公共空間

公共空間

公共空間

公共空間

低炭素で、快適で、洗練
された空間の波及

市温泉センター改修
民間店舗が新設
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活用事例：水俣市の地域再生④施策展開による地域への影響
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（
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全国 水俣市

それでも、GDPや生産性、所得は全国平均を
上回る成長

■ 全国 ■ 水俣市

総人口や従業者数は全国
平均よりも減少

• 2010年から2018年の水俣市経済の変化を見ると、人口・従業者数が減少する中でも、地域内
総生産（GDP）は全国平均を上回る成長を達成。

• 地域経済循環分析をもとに立案した地域施策により、地域経済に大きな成果が得られた。
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２．青梅市の地域経済循環分析
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経済分析の前に・・・・・青梅市の人口の推移と将来展望

• 青梅市の人口は2005年の14万2,354人をピークに減少。

• 青梅市人口ビジョン（令和5年3月改訂）における人口の将来展望では、今後も人口減少、少子高
齢化が進み、2030年代に青梅市の人口は12万人を下回り、高齢化率も4割近くに上昇する見
通し。

出典：2020年まで…総務省「国勢調査」、2027年以降…青梅市人口ビジョン（令和5年3月改訂）における人口の将来展望
※人口の将来展望は、2022年1月時点の住民基本台帳人口をもとに、人口対策による出生率や移動率の変化を見込んだ推計人口です。

125,960 

137,234 141,394 
142,354 139,339 137,381 133,535 

126,193 
120,743 

115,083 
109,400 

31.8%
37.2%
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0

20,000

40,000
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80,000

100,000
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1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2027年 2032年 2037年 2042年
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今回の地域経済循環分析の前提

⚫ 最新の2022年時点データ（2026.1月公開）により分析
✓ 地域経済循環分析データは、国のGDP統計、国勢調査等の統計データをもとに作成するため、地域経済循環分析デー

タの公開は、データ時点の3～4年後となる。
✓ 経年比較分析においては、2022年データのほか、適宜、2015年、2018、2020年データも利用）

⚫ 産業別の分析における産業分類は、以下の38分類
№ 本DBの産業分類（38分類） 内 容

1

農林水産業

農業 米麦生産業、その他の耕種農業、畜産業、農業サービス業

2 林業 林業

3 水産業 漁業・水産養殖業

4 鉱業 石炭・原油・天然ガス鉱業、金属鉱業、採石･砂利採取業、その他の鉱業

5

製造業

食料品 畜産食料品製造業、水産食料品製造業、精穀･製粉業、その他の食料品製造業、飲料製造業、たばこ製造業

6 繊維製品 化学繊維製造業、紡績業、織物･その他の繊維製品製造業、身回品製造業

7 パルプ・紙・紙加工品 パルプ･紙･紙加工品製造業

8 化学 基礎化学製品製造業、その他の化学工業

9 石油・石炭製品 石油製品製造業、石炭製品製造業

10 窯業・土石製品 窯業･土石製品製造業 【例：セメント、ガラス、セラミック、等】

11 鉄鋼 製鉄業、その他の鉄鋼業 【例：高炉、電炉、鋼材製造、鉄加工、等】

12 非鉄金属 非鉄金属製造業 【例：すず、銅、アルミの精錬および製品製造、核燃料製造、電線・ケーブル製造、等】

13 金属製品 金属製品製造業 【例：メッキ製品、食器・刃物等の金物類、金属プレス、釘・ねじ等の建設用製品、等】

14 はん用・生産用・業務用機械 はん用機械器具製造業、生産用機械器具製造業、業務用機械器具製造業 【例：建設機械、半導体製造機械、工作機械、事務用機械、医療用機械、等】

15 電子部品・デバイス 電子部品・デバイス製造業 【例：半導体、液晶パネル、記録メディア、電子回路、コンデンサ、等】

16 電気機械 産業用電気機械器具製造業、民生用電気機械器具製造業、その他の電気機械器具製造業 【例：発電設備、家庭用電気機器、電池、等】

17 情報・通信機器 通信機械・同関連機器製造業、電子計算機・同附属装置製造業

18 輸送用機械 自動車製造業、船舶製造業、その他の輸送用機械・同修理業

19 印刷業 印刷・製版・製本業

20 その他の製造業 木材・木製品製造業、家具製造業、皮革・皮革製品・毛皮製品製造業、ゴム製品製造業、プラスチック製品製造業、その他の製造業

21

電気・ガス・水道・廃棄

物処理業

電気業 電気業 【例：発電所、電力会社の事業所・営業所、送配電施設、等】

ガス・熱供給業 ガス･熱供給業 【例：ガス製造会社、ガス供給所、等】22

23 水道業 上水道業、工業用水道業、（政府）下水道

24 廃棄物処理業 廃棄物処理業、（政府）廃棄物

25 建設業 建設業

26
卸売・小売業

卸売業 卸売業※1 【例：総合商社、専門商社、問屋、等】

27 小売業 小売業※1

28 運輸・郵便業 鉄道業、道路運送業、水運業、航空運輸業、その他の運輸業、郵便業、（政府）水運施設管理、航空施設管理（国公営）※1

29 宿泊・飲食サービス業 飲食サービス業、旅館・その他の宿泊所

30 情報通信業

通信・放送業 電信・電話業、放送業 【例：公共放送、民間放送の放送局、ケーブルテレビ会社、携帯キャリアの営業所、等】

情報サービス・映像音声

文字情報制作業
情報サービス業、映像・音声・文字情報制作業 【例：テレビコマーシャル制作、レコード会社、新聞社、出版社、ソフトウェア業、インターネットサービス、等】

31 金融・保険業 金融業、保険業

32
不動産業

住宅賃貸業 住宅賃貸業※2 【例：貸家（アパート等）、持ち家、別荘、等】

33 その他の不動産業 不動産仲介業、不動産賃貸業 【例：不動産会社、ディベロッパー、ショッピングモール、貸事務所、マンション管理組合、等】

34 専門・科学技術、業務支援サービス業
研究開発サービス、広告業、物品賃貸サービス業、その他の対事業所サービス業、獣医業、（政府）学術研究、（非営利）自然・人文科学研究機関

【例：自然科学研究所、法律事務所、経営・建設コンサルタント業、興信所、動物病院、職業紹介業、ビルメンテナンス業、等】

35 公務 （政府）公務 【例：各省庁の地方事務所、裁判所、自衛隊の駐屯地、都道府県や市町村の機関、等】

36 教育 教育、（政府）教育、（非営利）教育 【例：幼稚園、小学校、特別支援学校、その他の教養・技能業授業、等】

37 保健衛生・社会事業 医療・保健、介護、（政府）保健衛生、社会福祉（非営利）社会福祉 【例：病院、保健所、健康相談施設、社会保険事業団体、有料老人ホーム、等】

38 その他のサービス
自動車整備・機械修理業、会員制企業団体、娯楽業、洗濯･理容･美容・浴場業、その他の対個人サービス業、(政府)社会教育、(非営利)社会教育、その他【例：個人サービス業（美容院、クリーニング店、等）経

済団体（商工会議所等）、政治団体、宗教団体、公民館、図書館、学習塾、等】

※2「住宅賃貸業」の大半は「帰属家賃」であり、自己所有の住宅を自身に賃貸しているとみなして計算する。したがって、住宅賃貸業の生産額や付加価値額が大きくても、経済の実態とは異なる場合があるため、生産面の分析にあたっては注意が必
要である。

※1「卸売業」「小売業」「運輸・郵便業」の生産額は、店頭の価格での売上金額ではなく、物品の金額を除いた、それぞれの産業の売上が生産額として計上される。例えば、店頭で500円で販売している食品のうち、食品そのものの仕入れ価格470円
を除いた金額が、小売業の売上となる。
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青梅市の地域経済循環構造（2022年）

注）地域住民民所得は、夜間人口1人当たりの所得(=雇用者所得+その他所得)を意味する。
注）地域経済の自立度＝付加価値÷分配所得

◼ 稼ぐ力（労働生産性）、1人当たり住民所得ともに、全国平均よりも高く、全国市区町村中の順位も良好

◼ 一方で、1人当り住民所得の順位（325位）が労働生産性の順位（106位）よりも低い、消費が大きく流出して
いるといった課題がある

生産・販売

分配

支出

所得

財政移転(政府支出－税金) 財政移転は補助金、交付税な
どの国・都道府県からの所得
移転

所得

所得
5,742億円

7,271億円

2,814億円

1,643億円
所得

2,865億円

70億円

1,580億円 ○

平均生産性1,241.6万円/人
全国平均984.2万円/人

(106位/1,741市町村)

(325位/1,741市町村)

経常収支

所得

通勤

GRPの27.5%GRPの49.0%

○

1人当たり所得551.9万円/人
全国平均448.5万円/人

GRPの49.9%

所得

44億円

所得5,742億円

○

○

地域住民所得

労働生産性

○

▲

○

GRPの28.6%

GRPの1.2%

GRPの0.8%

本社等

消費

投資

所得

所得
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青梅市の「稼ぐ力」はどうか？ ①産業別付加価値額（GDP）

◼ 青梅市の経済を支えている主な産業は、保健衛生・社会事業、建設、機械、電子部品、小売業、公務 等

◼ 保健衛生・社会事業、建設が上昇、電子部品、電子機械が減少しており、インター周辺の大規模建築工事、大手
企業工場の撤退等が影響
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※住宅賃貸業は、持ち家所有者を不動産事業者としてカウントしていることに留意

※建設業は、市内での建設工事等の現場をカウントしていることに留意
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青梅市の「稼ぐ力」はどうか？ ②労働生産性・競争力が高い産業
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◼ 青梅市には、労働生産性が高く、競争力の高い産業が複数存在

◼ 機械製造業や電子部品製造業は、シェアも労働生産性も高く、特に強みのある産業といえる

労働生産性が全国平均よりも高い産業 付加価値シェアが1％以上の産業
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青梅市の「稼ぐ力」はどうか？ ③域内取引構造

◼ 電子部品・デバイスやはん用・生産用・業
務用機械等で産業クラスターが形成

◼ 一方で、卸売業、業務支援サービス業等
は、競争力が高く、クラスターの核となる
産業との取引が大きいものの、純移輸出
額がマイナスであり、域外に依存

純移輸出額がプラスの産業（域外から所得を稼いでいる産業）
（数値及び円の大きさは当該産業の地域内生産額）

純移輸出額がマイナスの産業（域外に依存している産業）
（数値及び円の大きさは当該産業の地域内生産額）

当該産業(矢印始点)が他の産業(矢印終点)に販売した財・
サービスの総額が地域内総生産額の0.2%以上を占める取引

当該産業(矢印始点)が他の産業(矢印終点)に販売した財・
サービスの総額が地域内総生産額の0.2%以上を占める、かつ
当該産業の地域内生産額の30％以上を占める取引

★

×

産業クラスターを形成している産業（競争力が高く、
かつ２つ以上の産業から調達している産業）

クラスターを形成している産業の調達先であるが、
域外に依存している産業
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青梅市の「お金の漏れ」はどうか？ ①移輸出入収支（域外からの稼ぎ）
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（競争力は高くないが）域外から
所得を稼いでいる産業

◼ 機械、電子部品等の製造業は、域外からの稼ぎが大きい産業 →所得が流入

◼ 業務支援サービス、卸売、金融保険、情報通信などは、域外への流出（依存）が大きい産業 →所得が流出
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青梅市の「お金の漏れ」はどうか？ ②消費の流出入
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◼ 青梅市の2022年の地域内消費額は4,970億円、地域住民消費額は3,328億円で、1,643億円の流出

◼ 市内の商業等が、市民の消費需要に市内で応じきれていない可能性

◼ 2015年からの推移を見ると、地域内消費額、地域住民消費額ともに増加傾向であるが、流出額は拡大

※地域内消費額は、地域内の民間消費(誰が消費したかは問わない)を表す。
※地域住民消費額は、地域住民の民間消費(どこで消費したかは問わない)を表す。
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青梅市の「住民所得」はどうか？ ①1人当たり地域住民所得
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青梅市 全国平均 １人当たり所得順位

484位
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（単位：万円/人）

2015年 2018年 2020年 2022年
2015年→2022年

の増減率

青梅市 462 513 495 552 +19.4%

西多摩8市町村 494 564 544 594 +20.2%

東京都 496 510 490 518 +4.5%

全国 423 440 428 448 +5.9%

青梅市 462 513 495 552 +19.4%

福生市 468 498 472 520 +11.1%

羽村市 610 695 630 691 +13.4%

あきる野市 435 480 492 517 +19.0%

瑞穂町 586 894 799 947 +61.7%

日の出町 503 499 619 522 +3.8%

檜原村 711 717 762 752 +5.8%

奥多摩町 586 600 612 651 +11.0%

◼ 青梅市の一人当たり地域住民所得は552万円／人で、全国平均、東京都平均を上回る

◼ 西多摩８市町村の中では、瑞穂町に次いで高い増加率だが、西多摩８市町村平均を下回る
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青梅市の「住民所得」はどうか？ ②従業者の所得と就業者の所得

◼ 青梅市の2022年の従業者1人当たりの雇用者所得（青梅市内で従業している人の所得）と、就業者1人当た
りの雇用者所得（青梅市内に居住している人の所得）を比較すると、就業者1人当たりの雇用者所得のほうが
高くなっている。

◼ これは、市内の企業よりも、（青梅市に居住する人が従業している）市外の企業のほうが所得が高いというこ
とを示している

726
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 従業者1人当たり雇用者所得は、「従業地ベース」の雇用者所得であり、居住している地域は問わず、青梅市内で

従業している雇用者の所得

 就業者1人当たり雇用者所得は、働いている場所は問わず、青梅市内に居住している雇用者の所得
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３．良好な経済循環の実現に向けて
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「お金」の流れと、経済活性化に必要なこと

主に市外を対象とした
産業

（製造業、観光など）
市民

主に市民を対象とした
産業

（小売業、生活関連
サービス業など）

域外

売上

所得

消費

所得

＜売上増のために必要なこと＞
• 域外市場への情報発信、PR
• 商品・サービスの魅力向上

＜所得増のために必要なこと＞
• 生産性、生産力の向上
• 域内取引の拡大
• 働きやすい環境づくり

＜消費増のために必要なこと＞
• 域内市場産業の利便性向上
• 商品・サービスの魅力向上

￥

￥ ￥

￥

➢ 矢印が太くなる（域内を流れるお金が多くなる）こと
で、所得が上昇し、雇用が増える（維持される）
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良好な地域経済循環のために、何が必要か？

○強みのある産業・競争力の高い産業を、より活かす →稼ぐ力の向上
• 機械製造業、電子部品製造業などモノづくり産業は、近年生産額が減少傾向であるが、青

梅市において強みがある産業であり、市の中核的産業として、稼ぐ力の向上を図っていく

○青梅市の強み・特徴を活かした産業を育てる →稼ぐ力の向上
• 青梅市の地域資源、企業の独自ノウハウなどを活かして、新しい製品・サービスを生み出す
• 起業・創業支援、社会実験の推進などによる、新しい産業の誘致

○企業の生産性を高める →稼ぐ力の向上
• デジタル化、経営支援などを推進し、企業の生産性を高める

○市内の消費を増やす →市内取引の拡大
• 商業は、人口減少、少子高齢化、消費スタイルの変化等により、消費の流出が拡大している

ため、農林漁業、観光との連携や、市民のニーズに対応した商業振興を進めていく。

○市内の企業間、産業間の連携を強化する →市内取引の拡大
• 市内企業間のマッチングを拡大し、市外からの調達を減らす

など

• 基本は、市内の企業がより活躍できるようにすること。
• 青梅らしさ、青梅の地域資源を活かすこと。
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参考）今後10年を見据えた産業振興の方向性（事業者アンケートより）
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30%

24%

41%

37%

13%

17%

11%

9%

0% 20% 40% 60%

デジタル化、IT活用、先端技術活用等による、企業の生産性向上

市内企業が生産する製品・サービスのブランド化、販路拡大

市内の商業の魅力や利便性の向上による市内消費の拡大

新しい産業や人材を呼び込む起業・創業の促進

農林業、製造業、商業・サービス業の連携、６次産業化

青梅市の魅力や特徴を活かした観光関連産業の活性化

住環境や職場環境の改善による雇用や人材の維持・確保

新たな産業の立地促進、企業誘致

国、都、市などが行う産業振興施策の広報や情報発信の強化

企業における省エネや脱炭素など環境対策の促進

無回答

小売業・サービス業（回答者数：281） 製造業（回答者数：126） 卸売・倉庫・運送業（回答者数：46）
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参考）今後の産業振興において、重要だと考えること（市民アンケートより）
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29%
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

デジタル化、IT活用、先端技術活用等による、企業の生産性向上

市内企業が生産する製品・サービスのブランド化、販路拡大

市内の商業の魅力や利便性の向上による市内消費の拡大

新しい産業や人材を呼び込む起業・創業の促進

農林業、製造業、商業・サービス業の連携、６次産業化

青梅市の魅力や特徴を活かした観光関連産業の活性化

住環境や職場環境の改善による雇用や人材の維持・確保

新たな産業の立地促進、企業誘致

企業における省エネや脱炭素など環境対策の促進

その他

無回答

全体(n=575)

18-49歳(n=140)

50-64歳(n=134)

65歳以上(n=237)
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ご清聴ありがとうございました。
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